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差額地代 Eについて

宮 J 11 謙

〔1〕

差額地代は豊鏡度を異にする同面積の土地lζ等量の資本が投下された結果と

して成立する場合のほかに，同ーの土地lζ資本が追加的lζ投下された場合にも

成立する。第一の場合には資本の諸投下は相異なる諸地面で並行してお乙なわ

れ，資本の新たな投下lζともなって土地の耕作は拡張されるものとされてい

た。そして，乙の時生じる地代は最劣等地iと投下された資本の収益と優等地lζ

投下された同額の資本の収益との差額によって規定される（差額地代工）。第二

の場合は， 「生産性を異にする資本諸分量が継起的に同一地所に投下される場

合」であり，マノレタスは次のような例をもちいて地代に転化する超過利潤の形

成を説明している。

「表Iでは各21hポンドという自立的諸資本の姿態で相異なる借地農業者

により 4種類の土地A,B, C, Dの各1エーカーに投下されている C合計〕
10ポンドという同じ資本が，そうされないで， Dの閉じ 1エーカーに継起的に

投下され，したがって第1次投資は4クオーター，第2次投資は 3クオータ

ー，第3次投資は2クオーター，最後の投資は1クオーターを生じたとすれば

（これと逆の順序でもよい〉，最も寡産な資本部分lとよって提供される乙の 1

クオーターの価格3ポンドは，何らの差額地代ももたらさないで，生産価格を

一一生産価格3ポンドの小麦がまだ必要なかぎりは一一規定するであろう。そ

して，前提によれば資本制的に生産されるのだから，．つまり， 3ポンドなる価

格は2弛ポンドの資本が一般的lこもたらす平均的利潤を含むのだから，各21h

ポンドなる他の三つの部分は，乙の生産物の差額に応じて超過利潤をもたらす

であろう。けだし，この生産物はその生産価格で売られるのではなし最も不

生産的な投資たる 2弘ポンド一一これは何らの地代ももたらさない投資であっ
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て，乙の場合には生産物の価格が，生産価格の一般的法見ljによって調整されて

いる一 〔の資本の生産物〕の生産価格で先られるからである。超過利潤の形成

は表Iにおけると同じであろうの ! （資本，；命治3冶第40草l 長谷部訳青木文郎12分

｛町954-955頁。｛劣点::rqトD

1 表

I , ず ＿，，資 本手I] 潤： 1: 産物｜地
｜ ←－)J← (I必） （時）； 〔ノ』ーくー〉

A I 1 I 2弘 I% I l 

Bl 1 I 21/2 I Yz I ・〉

I C I 1 I 2% I 弘｜ 3 

D I 1 I 2弘 ！ ろも ｜ si 

。
3 

6 

9 

l計 I 4 I 10 2 I . 10 I 18 

代
（｛博）

IT I D I l I Zl/z+Z弘十2Yz: 2 I 1十3+2十1=10 9+6十3=18
｜｜十2%=10 , I 1 

引用が良くなってしまったが，これを友刀、すると 1去のとおりである。 1去

の上位Tば「表l」をぷし，下段JIはマルクスの説明に従ってfr表したもので

ある。

l二の表のIとEを比l校してみよう。（1) Iでは2弘ポンドづつの4Wilの資本

が4エーカーω土地に並行的に投下されているのにたいして， JTでは 1エーカ

ーの土地に継起的に 4f回の資本が技ドされている。（2) Iでも立でも最劣等の

生産性をもっ資木（最も寡産な資本）の生産物が市場価格（ 3ポンド）を調整

し，よりすぐれた生産性をもっ資本のもとに超過利潤が発生している C (3) し

かしこω悩過不IJi悶はIでは相異なる土地の主主韓度の差から生じ， lIでは同じ土

地での継起的資本投~－の結束として生じた。（4) そこで，これらの超過利 j聞

は， Iで（ま相異なる三つの土地の地代となりEでは一つの土地の地代としてあ

らわれた。以上のことから i差似地代Eは差額地代Iの別砲の表現にすぎず，

しかも事実上はこれと一致する」 （資本論策3を第40章 12分llll954頁）といえ

よう。しかし上述のマルクスの悦l児lこは「それ白身のうちにひとつの無理をふ

くんでいるJ(li,'-i正．夫「地代発生原因の発展口｜経済学雑誌26の6,：~頁）のである。

差額地代JI（土同じ土地での資木の緋j巳的・追加的投下からをt＇.じるものとされ

だが，その成立の条件はいかなるものであろうか。上の設がijでは4伺の 2；色ポ
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ンドづつの資本がD地1エーカーに投下され，第4次のもっとも生産性の低い

資本の生産物の個別的生産価格が市場価格を調整し，その結果，第 l次，第2

次，第3次の各資本部分lこ超過利潤が発生するというのであった。と乙ろでこ

の場合，どうして第 4次投資の生産物の個別的生産価格が市場価格を調整する

のであろうか。 D地 1エーカーをとってみれば，そこでは総計10ポンドの資木

が投下されたのであるから， DJ:也の借地農業資本家は平均利制2ポンド（平均

利潤卒20%）を千iれば滞j込しうるのである。生産された穀物の量は10クオータ

ーなのだから、殺物の 1クオーター当りの価権は 1.2ポンドであればよい話ーで
（註）
ある。しかしそうなれ1-J,D地！こは何らの超過利潤も形成されず，差額地代五

もまた成立しない。生産価格がこのように「平均的」に決定されず，いわば

「限界的」に決定されるのはどうしてであろうか。

（註） このように理解できるのはマルクスが次のような例をあげているからであるO 即

ち，一般的生政イ1llil名が3ポンドである時，優等地Bに順次2Y2, 2Y2, 5, 5ポンドの

資本が投下され，それぞれの投資に対応するとと産物が2, 1 Yz, 1 Yz, 1クオーターで
あるとする。この時のBt也の1クオーター当りの仙川的生斥価格は一般的生産価格l亡等

しい（B地の＠IJJIJ的生産自Iilお＝〔総投下資本15＋平均;flj潤3〕マ総生産物6クオーター

=3ポンド）。このtJj'j介は「土地所有の法目lj」がないものと前提されているのだから，

第 1 次投資のもとには 3 ポンド， 31~2次投資には1弘ポンドの超過利i筒が形成される
が，それは宝石3次投資の l弘ポンド，第4次投資の4ポンドというマイナスの超過利潤

によって1打殺されてしまう。従ってB地は無地代であると（資本論第3，＆第43京12
分II日1032-1033頁参照）。

一つの考え）jとして， Dl也に追加投資された諸資木部分を一つの白立的な資

本単位とみなしそれ白身単独で平均利潤を要求するからだという見解があるc

まずD地に2弘ポンドの資本が投下され4クオーターの穀物が生産された。、1z

j勾利潤率は 20%だから，このIi寺の生産価格は 1クオータ＿，ulり弘ポンドであ

る。第2次の 2ろ主ポンドは 3クオーターを生出するのだから，この追加投資が

単独で平均利i聞をえられる価格，つまり lクオーター当り 1ポンドまでrlJJt｝価

格が昂騰すれば第2次投資がなされる。価格が 1ポンド以ドであればこの1.B加

投資は平均利潤をうることができないから農業から引上Jずられ， その結果供

給不足を来たし価格は 1クオーター当り lポン卜、まで騰貴せざるをえない。同

様にして第3次，立＆ 4 iX（！つ追加投資が行われ，限界投資の個別的生i平価格3ポ
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ンドが1i1＇場価格を規制し，それ以前の投資部分には超過利潤が形成される。

追加投資が単独で平均利潤をうることができない限り農業へ投資されないで

あろう。あるいはたとえ投｜ごされたとしても｜直ちに引上げられ他部門へ移動し
（；！：） 

ていくであろうという見解には無理があるc 一つは，この；芯え方は資本の競争

をJfll象してしまっているフシがあるからであるの簡単化のために第 1次投資か

らi:i;2次投資への修行のみを与えよう。価格！賠責が前提されているのだから第

1次投資部分にはすでに超過利潤が形成されている。超過利潤の存在は追加投

資の治因であり追加投資をめぐる資本の競争は総投下資本が平均利潤をうる点

まで続くであろうc 資本の抗争が臼lhである限り超過利潤は固定しえないもの

と考えなければならないc 第2｝誌は資本の移動についてである。追加投資部分

が他部ill]（例えば工業）で自立的に，、iム均利潤を得て機能することを保証する

条件はないc 資本として機能しうる、I－＇－均的・標 f何百な分量は名自15111］毎lこ異なっ

た太きさをもち，農業に追加投資された資本が他部門で機能しうるだけの量に

達しているか否かはまったく偶然的な事情に依存するであろう。乙の点はおく

としても資本の移動が追加投資部分だけについておこるという想定も疑問であ

る。資本の移動を悲起するのは部門間の利潤率の相違であり，ある資本の一部

分である追加投資部分が平均利潤をうるかどうかではない。

（註） この点をもっとも強調されるのは日高氏である。 「差額地代第二形態が成立する

ためには，投下する資本の谷単位が，それだけで工業資本として機能しうる矧に注して

いるということが必須の条件である…c 」 （日高出「差額地代第三形態論の問題点」経

済志林23の4, 671'{) 

ではどのようにしてD地に地代が発生するのであろうか。上の引用丈qiの

「手I＝：嵯Mi格3ポンドの小麦がまだ必要なかぎり」という限定に1±.むしよう。こ
れは表Iにおける最劣等地Aによって規定される一般的生蛍価格3ポンドを

前提にしているという志味ではないか。一般的生産価格が前提されているから

結果的には限界投資が平均利潤をうるという外闘を呈したのであり，追加投資

がおこなわれればそのうちのもっとも！十産性の低い貿木部分が単独でT!TlJ,1価格

を調轄すると考えるべきではなし～ 「差額地代Eの基礎，およびその出発止i、

は， l正史的にのみならず，与えられた各時点におけるその巡動に関しでも，差
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額地代I」（資本論語3Jd;、第！10_;;:;; 12分出 951頁）であり「差額j也f1::1Iは差絹地代I

を前提とする」 （同上 955頁）。差額地代Eにおいて考察しなければならない問題

は土地の豊能！止の区別（これを基礎にして差額地代Iが成立した）のうえに l

借地農業者間の資本（および信用能力）の配分における区男IJJ （同上 953頁）が

つけ｝JIIわった場合，いいかえれば迫力II投資一一一毘業における資本苔柏の過程lこ

斗aじる諸結果の巧祭である。

(2コ

問題をより兵体的！と民間するために差額地代｜の基本表（表I）を京出！こし

て，そのとに追加投資が重さねられた場合生じる超過利測の変化を考俗しよう

。追加投資の生産JドLは節1次投盗にくらべて不変，低下，上二手1'・(1)三つのJrj介が

ありうる。追加投資の生産性の状態は社会の前要変動lこよ61jJ°J話価絡の状態（

不変，低落，昂騰）と結びっくことによって複雑な組合せを考えることが出来

る。資本論では第3を第41章から第43章にかけて生産価格不変，低／6，昂j慌の

おのおのザ合，追加｜投資の生産性の変化が地代にどのような影響を及すかを

論じている。ここでは生産価格不変の場合をとりあげて第二形態論の問題点を

明らかにしたい。

註 (I) 差額地代ITから主tr主性不変，上：井の場合を排除し，型I!.；；命的（こは｜ごI句Jfljrjと収穫

逓減を前提としてはじめて差額地代の成立を解明するζ とができるという見解がある（

大内力 IJ也代と土地所有」第2.:;,:, 円高宵「j也f-＼＂：論と技術改 1マH同」経済志林28の3,
29の1）。

(2) また？）レタスの第二形態論の展開方法はいわば生産何格の雲Jきと追加投資の生産性

の変化をs1v.1丁させている。とれに対して次のような批判がある。 「追加投資の主t院中lに
よって一般的生産価格がきめられるのだとすれば，追加投資の生惇性と生産怖絡とは凶

果関係にあるととになり，当然）京凶になる追加投資のとと産性のブ了が主要な項目として，

まず追加投資の生産性が低落するばあい，増進するばあいというわけ方が，ヨリ大きな

区．分｛こならざるをえず，そのおのおので生産仙絡の勤きを追求するということになった

のであろう。」 （日高再「地代論と技術改剖→」 6頁）

農業における一般的生産何絡の決定原理にはなお解明を要する多くの問題点がある。

しかし差額地代論の範囲では差額地代に%；化する紐j/&.fl]i閏の増減が問題なのだから，一

般的牛産価治の変化とその渇合追加投資される資木の生産性を一応切り離して考えても

さしっかえない。追加投資ば常に一定の市民仙l絡を前提［としておこなわれ，そのll!Jの資
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本の生産性のいかんによって形成される超過利潤の分量が変化するからである。

( 1 ) 追加投資の生産性不変の場合

追加投資の生産性が第1次投資のそれと同等であり，すべての土地で追加投

資されたとしたら各土地での生産物は2倍化し， B,C, D地の地代も倍増す

る（2表）。

2 表

（エーカー｜資 本 利潤！生産物！販売h附収ぷ円出品巳
｜ （時） （窃）｜〔クオーダーJi （時）し （時）｜（袴）

A I 1 I 2%+2弘＝5I 1 I 2 I 3 I 6 I o 
B I l I 2%+2%=5 I 1 I 4 I 3 I 12 I 6 

C I. 1 2弘＋2弘＝5I l ! 6 I 3 I 18 I 12 

D I l • 2%+2:l/z=5 I 1 i 8 I 3 I 24 I 18 

註資木論第3巻第41章表2, (12分冊 967頁）。ただし生産費，生産物地代，

超過利潤率の欄ははぷいた。

2表を基本表と比較してみると，資本，利潤，生産物？収益，地代のすべて

が一様に2倍化している。 2去は基本表を2倍化した地代表である。しかしと

の地代の増加は「同等不変な資本のものでの豊能度の2倍化のせいではなく，

2倍化した資本のもとでの同等不変な比率的車韓度のせいである」 （資本論

第3巻第41章 12分間 962頁）。追加投資によって増加した地代の運動を示してい

るという広味でこの表は差額地代Eの表であるといえる。と乙ろで， 2表をお

のおのの土地に最初から 5ポンドづつの資本が投下されたものとしてみれば乙

れは完全に差額地代1なのである。地代は土地の豊韓度の差にもとづいて成立

している。

2表において仮りに追加投資が優等地の一部に投下されているだけで，まだ

A地日投下されていないような状態を想定すれば九等地同差額納豆が

形成されている乙とは明らかである。それは最劣等地の標準資本に対する優等

地の追加投資によってもたらされる生産物差額という窓味で，差額地代Eとし

て把握するととができる。

追加投資がA地をふくむすべての土地へ全面的に普及すれば農業資本の標準

的定量が増大（以前の2ろ主ポンドから 5ポンドへ）し，新しい規模の標準資本

が形成されたことになる。だからそこで成立する地代は2倍化した標準資本が
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相異なる諸土地iζ投下され，土地豊鏡度の差等の結果として成立する差額地代

Iとしてみるべきであるc 差額地代Eは投資の全面的普及によって差額地代I

l乙転形されたのである。このように考えてくると差額地代Iは差額地代Eの累

積したものとみることができ， 「差額地代Eは，差額地代Iの月IJ稀の表現にす

ぎず， しかも事実上ではこれと一致」している。

（註） 「資本の投下がすべての土地樟類で2日となることは必要でない。地代を生む土

地所類のどれか一つまたほ二つ以上！と追加資本が充用されさえすれば，その比率がどう

であろうともitJ11Jは同じである。 J （資本論第:1~：｛141ポ 12分冊 967丘）

「忠実起的投資のために優等Jむが選ばれるのは，けだし優等地では，豊鏡度のたいてい

のj'j~1；的要素一利用しうるものたらしめさえすればよいような を合んでいるので，そ

こに充用された資本は係るという最；火の見込を提供するからである。」 (j, ,j上 958}"()

(2) 追加投資の生産性が低下する場合

,l1HJtのもとではA地lこは追加投資されない。 A地の生産物が市立j怖格を調格

するのだから，もし追加投資されたとしたらA地の資本の平均生産性は低下し

市場価格は昂騰するであろう。追加投資は優等地iζかぎられているο 追加投資

の生産性は第1次投資部分に比較すれば低ドしているが，そのいずれもA地の

資本より高い。追加投資部分には追加的地代が形成され，地代の絶対量は増加

するc 追加投資の生産性低下の限界はA地の襟準資本の生産性水準であろう。

この場合，追加投資は何らの超過利潤ももたらさず地代への影響はゼロであ

るの 3表の例では追加投資の生産性はA地のi'{D次投資の生産物 1クオーター

ニ個別的生産価格3ポンド以下であってはならないのである。

3 表

［ーヵー資 木｜利潤｜生版物 i販売価格1収州地代
寸 （傍） ｜ （務）｜ 〔クえ ター〉 ｜ （務）I （｛改） : （傍）

A I 1 I 2% ！弘 I 1 I 3 I 3 I 0-
B 1 1 I 2弘＋2%=5 I 1 1 2十1%=3% I 3 I 10112 ! 4% 
c ! 1 I 2%+2%=5 I 1 I 3+2=5 I 3 I 15 i 9 

D ] 1 ] 2%+2%=5 1 ] 4+3%=7% f 3 ! 22% I 16% 
註資本論第3巻 4U;r 表3 (12分間 969J;D。生産費，生産物地代，超過利潤

率の欄は省略。

追加投資の生産性低下の限界に関するエンゲルスの理解は，周知のようにマ

ルクスのそれとくい違っている。第3巻第43章でエンゲノレスは，／t産価格不変
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の場合の変例としてつぎの二つをつけ加えている。

「変例E 生産性が減少する場合。乙れは土地Aで第2次投資が行われない

場合にのみ生じうる。しかもその結果には次ぎの二つがある，（a）土地Bも何ら

の地代ももたらさなくなる場合，または，（b）土地Bがぜんぜん無地代とはなら

ぬ場合」

(a）の場合をとりあげてエンゲjレスの論理を検討しよう。エンゲノレスの作成し

た表13を4表として下に示した。

4 表

！：生産法｜正産物 1販売価格 i収ぷ｜地代
｜ （志） ｜ （アヴシェル） ｜ （志） ｜ （志） ！ （志）

Al 60 I 10 I 6 I 601 0 
B I印＋60=120 , 12十8=2り I 6 I 120 I o 

C 60十60=120I 14+91/a=23弘 I 6 I 140 ! 20 

D 60十60=120I 16+10%=26% I 6 I 160 I 40 

E 60十60=120 I 18十12=30 I 6 I 1so I 以）

註資本論策3巻第43章表13 (12分冊 1012）。 地代増加の楠ば省略。

表を一見してわかるようにB, C地の追加投資の生産性はいづれもA地以下

である。その結果B地では第l次投資の場合成立していた12シリングの超過利

潤は第2次投資のマイナスの超過利潤によって相殺され無地代地となった。ま

たじ地の超過利潤は第1次投資の時の24シリングから第2次投資の不足生産性
（註）

によって20シリングに減少している。生産性低下の限界は第1次と第2次の投

下資本の合計が平均利潤をうる点におかれている。

エンゲノレスがどのように考えてこの表を作成したかははっきりしない。おそ

らく彼は土地所有の制限のない状態，つまり地代支払いの義務がない状態を前

提しているのであろう。優等地には超過利潤があるから，第2次投資の生産性

がA地のそれより以下に低下しでも総投資が平均利潤を手に入れる乙とができ

る限り資本投下は可能である。借地農業者l土地代を犠牲にして平均利潤を確保

する，と考えたのではなかろうか。

（註） B, C地の資本家は超過利潤をわざわざ蚕食してしまうような「馬鹿げた追加投

資」を行っている（同代隆「差額地代第二形態論に対する疑問」農業経済研究27の2参

照）。 Bt也の資本投下は土地所有の制限がないものと考えても不可解である。第1次投
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資の時の平均利潤10十超過利潤12=22シリングの総利潤が追加投資の結果20シリングIC

減少してしまっている。資本の手によって利潤総量を減少させるような追加投資がなさ

れるとは考え難い。

差額地代Eを展開するばあいにエンケ勺レスのように土地所有の制限を抽象す

ることは誤りであろう。差額地代Iの成立とともに優等地化は土地所有の制限

が作用し，とれらのU出は地代支払いの義務を負わされているのである。従っ

て7ルクスは，地代を犠牲にするような追加投資は行われえないという前提に

立って追加投資の限界はA地の棋や資本の生産性であるとしたのである。

マルクスば「差補地代E 第3例」 （資本＂命河川添第 43りの最後のと乙ろ

で， Bj山ICA地のj票準資本の生産性より低いよi二；夜性をもっ追加松任がお乙なわ

れて， B地lこ継起的に投下された資本諸部分の一部lこ発生した超過利潤が他の

部分の不足生産性がもたらすマイナスの超過平lji(1，~によって相殺された結果、 B

地の何乃IJ的生産価格が一般的な生産何格l乙均等化する場合存述べたあとで，だ

がこの投資の限界笠土地所有の法員ljのものでは狭められて現われざるをえない

ことを示している。 「土地所有の法見I］のもとでは……追加資本がもはや一般的

生産価格でのみ生産する場合が限界をなすであろうJ。との限界を超えれば，

閉じ土地での追加投資は中止されねばならぬであろうc それは何itげよら，最初］

の投資に対して一度地代を支払わねばならぬとしたら「それはひきつづき支払

わねばならぬのであって，調整的生産価格以上で生産するどの投資も借地農業

者・の利潤を控際する原肉となるからである」。（ITiJ上 12分11[}1038頁〉

乙の追加投資の生産性伝下の陪罪lとてして 0:.マ）lクヌと Zンゲヌ 0:.キl道／-j

最劣等地に発生する差額地代を論ずる時にふたたび問題となる。

(3) 追加投資の生産性が上昇ずる場合

乙の場合は資本の追加的投下が改良と結びついている。前提iこより価格は不

変なのだから追加投資は優等地！このみなされる。生産性の上昇する追加投資が

最劣等地に投下されたら正常な条{iiーのもとでは一般的生産価格は低｜ーするから

である。しかし生産性の上昇する追加投資は価格不変の前提のもとでも最劣等

地に投下しうる。それは「或る改良」と結びついているのであり最劣等地にお

ける技術の改許，生産方法の高度化を排除するよ事由はないからである。最劣等
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地lこ生産性の上昇する迫力日投資が行われた場合の諸問題は後述することにし

て，ひとまず5表から出発しよう。

5 表

！日－I~~fr「rfr!l－官一日君臨i J＼，＇.益｜地代
任 （碍）｜ 〔，，ナター） ｜ （帝） （時）｜ （僻）

A I 1 ! 2弘｜弘 i 1 I 3 i 3 I o 

B I l • 2llz+2llz=5 I 1 I 2十5%=4%I 3 I 131!ii I 1;~ 
CI 1 I 2ろも＋2llz=5I 1 I 3十3%=6%I 3 I 19% I 13% 
D j 1 j 2llz+2llz=5 j 1 j 4十4%=8%I 3 I 2fi% I 20% 

註資本論第3巻第42:i;'fの友6を）｛慌にして作成した。ただし表白ではAにも追加投

資され l弘クオーターの~I主物をもたらすことになっている。 (]2分lliJ993頁）

表そのものは「詳しく分肝するには及ばないJであろう。優等地の地代は追

加投資の結果，それぞれ節1次投資のみの時にくらべると増大している。第1

次投資の際B, C, Dの各地の地代はそれぞれ3, 6, 9ポンドであったのが

今度は 7 払， 13~色， 20弘ポンドになっている。

ととろで生産性の増大する追加投資が優等士山だけ！としてか投下されないと巧
（註）

える必要はない。当然A地にも迫力日投資がなされるであろう。

（註） もちろん技術の性格によって改良が優等地にだけしかおこなえない場介もある。

ゴ地の属性，性状が新しい機械，技術の導入を阻止することがあるからである。 5表の

成立のためには上の場合のような一定の性格，内軍手をもった改良を古iH足しているのであ

ろう。しかし，ヨリ一般的な形態の改良，つまり土地条件の奈川によって制限されない

技術の改良もありうるわけである。

表では各等級地を1単位面積で示したが現実は相互に競争する多数の借地Jll

業者が経営する多数の単位面積からなっている。 A地の一部で先進的な資本家

が生産性の高い追加投資を行い， 2弘ポンドの迫力II資本で 1祐クオーターを生

産したとしよう。この資木家は5ポンドの資本で2%クオーターを生産したの

である。一般的生産価格はA地の標準資本2弘ポンドによって規定される 1ク

オータ－ 3ポンドのままであるから，追加投資されたA地（こは平均利潤1ポン

ドのほかに%ポンドの超過利潤が発生するc この超過利潤は一般的な超過利潤

とまったく同様に有利な生産方法を採用した資本家のポケットにはいるであλ

う。超過利潤の存在ほ技術の改良，総じて生産力発展の基本的な契機であり，

超過利潤の獲得を目ざす資本家間の読争ば右手1］な生産方法の採用を促進し，：己
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加投資ほA地全域に普及する。それとともに超過利潤も消滅し市場価格は3ポ

ンドから 2%1ポンドに低落するであろう c そして，乙れが一般的な生産価格

となる。第1次，第2次投資という二つの資本部分の区別はなくなり， A地の

標準資本量は 5ポンドという新たなる大いさを獲伺する。一般的生産価格の変

化は優等地の地代を変動させる（資本論第3巻第42章の表6を参照されたい）。

このJfi合のB, C, DJ也の地代は 6,12, 18ポンドとなり δ表lとくらべると減

少している。このよう lζ考えてくると，生産性ωー！二昇するi8加投資が技術的に
（註）

みてA地にも；＂｛－及しうる性絡のものであるとしたら 5表の成立はありえず，結

果的にはマルクスの表 6 （もっともここでは生産価絡の伝法が前設されている

のだが）になってしまうであ乃う。

しかし， 「土地所有の法則」のもとでは例外的に高い生産力をもった追加投

資が最ヲS"if,；地lと投下された場合，本来なら資本家lと日属すべき筈の超過不lj潤が

地代化し生産価格の低下を阻止することがある。最劣等地lこ地代が発生する過

程を次節で考察したい。

（註） 「i)ljj育氏は冊中？？不安の前提のもとで追加投資の生存店：が上昇する1f,'；介について次

のよう IC0，われる。 「それば追加的な資木投下が改良と結びついているのであり，した

がって最劣等地Aも資本を投下しうる。この1坊や「， i Aの第l次投資と第2i欠投資の生iil

物の平均的生BFfol ii各ば低落するから，この土地！とも超過利潤が生ずるととになる。そう
すると平均利潤を追求する資本の運動から，当然に，右の改良された資本をAよりも劣

等なナー地alと投下しでも平均平I］潤をうることになりえよう。いまかかる改良された資本

をAより劣等な土地に投下したが，土地が劣等であるため生産物はAの第l次投資と同

じ……であるとし， A, B, C. Dの追加投資は比例的tr第1次投資より生産的であっ

たとしよう」 （白川清「価値法則と地代」 149頁）。このような前提をもうければ， 1,t

il（価格不変はたもたれこれまでの無地代地Alこ地代が発生し， B地以上の優等地の地代

はいづれも増大する。しかし a地に投下される資本ば従来の標準資本と等賢（氏の例示

でほ50シリング。なおAJ出以上には追加投資された資本支ii＇，電は 100シリングとなって

いる）でしかも改良された資本だけが投下されるとされている点には問題がある。改良

は標準資本を基礎とし乙れと一体化することによってなされるのだから当然100の資本

を必要とするものと考えるべきであろう。もし ai也の資木監を 100とすれば成立する地

代表ば差相地代Iのそれであろう。たしか！と資本が改良されてすぐれた生産条件をもつ

につれて，とれまで耕作しえなかった土地が耕作圏にひきいれちれるであろう。だが朱

耕地の耕作閤への参加によって生じる地代の変化ば差額地代Iの変化でほなかっ？とか。

差額地代Eの考察において新最劣等地をひきいれあのは理論的！と正しくない。なおエン



- 52ー 差額地代 JIについて

ゲルスは「生産価格が昂騰する民合」の第三形式において，ヨリ貧弱な土地が競争圏内

にはいってくる場合として表22,23, 24をあげているが乙の論理にも疑問がある。マル

クスは「A1が最劣等地としてAにとって代り， とれが最下位のものとして，地代を生

む土地種類の系列中に入りこむ」場合について乙う述べている。 「差額地代工が変化す

るであろう。だからとの場合は，差額地代Eーとれは，同じ地所での継起的諸投資の生

産性の相違から発生するーの考察岡外l乙仙たわる」 （資本論第3巻第44r;'i: 12分II甘

1046頁）。

〔3〕

(1) 最劣等地め一書1srと生j烹性の上昇する追加投資がなされたが，それはまだ

特殊的例外的であり改良された生産方法が一般化しておらず，大部分の資本家

は旧来の生産方法のままで（第1次投資のままで）生産を続けていると仮定す

る。市場価格は不変であるから追加投資をおζなった資本家の手もとには超過

利潤が発生する。乙の超過利潤は前述したように，土地の豊鏡度の手堅から発生

したものでなく改良された資本のもつ例外的に高い生産力の果実であって，未

来的lこは資本家自身にJ用属し地代lと転化しないものと考えなければならぬ。し

かしその土地の所有者は乙の超過利潤の全部又は一部を地代として囲定しよう

とする。その根拠はどとにあるのであろうか。

~.額地代 I の基礎である「土地呈韓度」＝土地生産かもそれが資本と結びつ
き現実的な生産過程の中におかれることがなかったら自然力そのものにすぎな

い。単なる白然的豊能度を「経済的豊能度Jたらしめるものは資本である。こ

の視点、からすれば「土地の豊鏡度の美lといわれるものも資本がっくりだした

ものと云える。前町（1）で示したように差額地代Iは差額地代Eの転化形態むの

だが，一度差額地代工として回定されるとその背後Iこある芳一相地代Eの運動は

忘れられ「現実に顕現した経済的思韓度（の差等）は土地の「！？公的豊鵠度（の

差等〕として映り」 ［一切の生席力は土地生産力として映る」ことになる（花

田仁拓「米価と小作料ノート（1）」法経論集4の2 82頁）。 ζ うなると資本の

蓄積lとともなう経済的豊韓度の変化は，土地所有者の立場からすれば士地のも

つ絶対的な豊能度そのものとしてあらわれる。一切の超過利潤は土:ttlIの同然、的

豊穣度の果実とみなされるようになる。とうして私的土地所有のもとではすべ
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ての超過利潤を地代として固定する権能を土地所有に附与する。との土地所有

の権也は最劣等地の一部に発生した超過利潤（それが資本の例外的に高い生産

)J にもとづくものであるにもかかわらず〉を土地の自然的豊韓！立のしからしめ

るものであるとして地代イじすることを可能にするc 地代化がおこなわれると生

産価絡の｛民法は妨げられA地への追加｜投資の普及につれて地代はA地全域lこ成

立することになる。

(2) 生産力の低卜する迫力日投資が段劣等地！と投下された場合を考察しよう。

乙の場合は穀物lこ対する社会的需要が増大し，それを充すための追加的供給が

ほ労等地への迫力日投資によるのが他の主：：何なる方法によるのよりももっとも安

{illi／と行われるものと前提する。

Al也ほとれまで2；全ポンドの資本で 1クオーターを生j主していたが， Jf',j額の

追加投資で北クオーターしか生産できないと仮定する。よ｜会ill需要は伴！大して

いるのた、から llfl 

A地l土まfご1！詰l也代地であり， 資本の運動を規制するのは平均利潤であるか
ら，市場価格が第16く投資と第2次投資の平均正l土産価格3持ポンド0、上に高ま

ればAi也への追加投資は可能となる。そこで今， rlij品価絡3弛ポンドのもとで
A地の一部 A1Iこ追加投資した資本家は平均利樹 1ポンドをうるのみで，そこ

には何らの超過利潤も発生しない。ととろが追加投資をしなかった仙の資本家

A2のもとには価終騰貴の結果，平均利潤弘ポンドのほかに始ポンドの超過示I]

潤が発／しするつ土地所有者はこの趨地平IJi閏を地代化するであろう。そうなると

l口lじ等級の土地でありながら一力ーでは地代が生じ，｛山)Jでは依然として無地代

のままであるという不公平が土地所有者相互間に生じる。では不公平の解決は

どのようにしておこなわれるのであろうかο

6 表

｜資 木 I,fij i悶｜；｜三 ，JJi三物 IW:.:-1 
i (11穿） (I湯） ｜ （ク右 γ一） ｜ （妨） , (iii) (I珍） 

A1 I 2%+2弘エsI 1 I u仏＝1%1 ,l% I 日 I o 
A2 f 日弘 I 弘 I l I :l弘 i 3% I 〔%〕
A1 I 5 ! I I 地 i :j号4 ； 仁弘 I 弘
A2 I 21h＋己弘二5: l I 1十粍＝1%;I 1弘 ！ 6号主 ［ % 
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と乙ろで A1の利潤量は 1ポンドであるのにたいして A2の利潤量は超過利

潤をふくめて弘ポンドである。超過利潤が地代化されるとしたら A2地の資本

家は玲ポンドの地代を支弘った上に子lこノ入れることのできる利潤量は弘ポンド

にすぎなし、。利潤量を増加させるために当然A2地の資本家は追加投資をする

であろう。市場価格は 31/3ポンドなのだから追加投資の一般化につれて超過利

潤は消滅するであろう ,0 しかし土地所有者は地代を泊滅させるような追加投資

を禁止するであろう。追加投資の阻止による供給の停止は r!f場価格を騰貴させ

その限界は追加投資のみについてみた個別的生産価格3弘ポント、である。土地
（註）

所有の介入は市助価格を 3弘ポンドまで高め，それとともにA地全域に地代が

形成される。（6表）

（註） 生産tiの低下する追加投資がA地iと投下された場介の差額地代sG!l機構を以上の

ように解明されたのは花田仁伍氏？である。詳細は「米側と小作料ノート（2t （法経論集

5の2 28～35頁）をみられたい。ただし氏の例解ーには数字関係、lζ若干の無理がある。

即ち， A地の第1次投資50シリングがlクオーターを生産し，同額の資本が半i成しJた生

産力（0.5クオーター）をもって追加投資され，その場合の侃Ii格は第1次投資と第2次

投資の平均とt産価格80ジりングであると前提しである。この前提に従うと，追加投資す

ることによってえられる制調量は20シリングであるのにたいして，第1次投資のままに

しておけば（価格騰貴によって生じる超過利潤20シリングをふくめて） 30シリングの総

利潤を手！こ入れることができる。追加投資するととによって利潤量が減少するのだが，

利潤総量をへらすような投資を資本家が行うものとは考えられない。

このようにして発生した超過利潤が地代として固定化されると，価格は最劣

等地の平均生直価格では決定されず，最劣等投資の個別的生産価絡で決定され

る乙とになり地代も最高の高さで固定されるようになる。 「土地所有の介入

は，土地Aの（まあいには， Aの平均生単価格による生産価絡の規制を妨げるが

放に，個別的生産価格と一般的生単価格との一致を妨げるであろう。だからそ

れは，必要生産価格よりもl高い生産価格を堅く維持し，かくして地代を創造す

るであろう。」 （資本論第3巻第44主 12分冊 1050頁）

(3) i'戎劣等地に差額地代が成立する様式は以との二つのほかに，もう一つ心

様式がある。且［lち優等地（乙最劣等地の標準資本の生産性よりさιl三低下する生

盗性の追加投資がなされ，しかも市場価格がその追加投資の個別的生産価格に

よって決定されるが放に最／t等地にも差額地代が発生するという株式である。
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）主産物に対する社会の需要が増加し，追加投資が必要となるのだが， ζの場

合優等地BK追加投資されるのが他のいかなる羽合よりも安価に生産する ζと

ができると前提する。 BJ山の追加投資の生産物がA地の標準資本の 1クオータ

一以ド，例えば弘クオーターだと仮定する（ 7表〉コ

τ まえ

｜資 本｜不I］潤｜生産物｜販売11凶格｜収益 1地代
I ((0) l (frl) 1 C＂マータ－） i （傍）｜ （仕方） ! ({1労）

A I 2112 I 弘 i l I 6 1 6 I 3 
B I 21h+21h=5 I 1 I 2＋弘＝2112¥ 6 I 15 : 9 

乙のような迫力IJ投資がB地に投下されたとすると， B地の第 1次投資lこはす

でに地代3ポンドが同定しているために，第 1次投資の起過利潤を第二次投資

のマイナスの！出過不lj潤で相殺することができなくな IJ （前節（2）項参照〕 i!T弘前i格

はどうしても迫力rr投資の個別的生産価格1クオータ－ ,r，，り 6ポンドで決定され

ざるをえなくなるο するとAl也の資本はこの「限界的」な投資＝B士山の第2次

投資にたいして届過不lj潤をうるととになる c これが地代化する。以上はマルク

スの最劣等地にずを生する差額地代の第 lの様式を要約したものである（数字は

ffijJ:ti.イじのため変児した）。

エンゲJレス｛ま lこの計算もまったく」HfではないJ （資本命 12分IIIJ10441む
として上述の品開を批判している。 f伎の論患を 7表に従って要約するとこうで

ある。 B地の生産物2%クオーターは生産賀（資本｜利潤） 6ポント、と土世代3

ポンドを：望的したのだから lクオータ－＇＿＇＇ 1り3.6ポンドであるリつまり 3ポン

ドU)J山代をおり乙んだ平山生j主価絡が1iiJgf,lli絡を調悠するというのである。従

ってA地ω地代は 0.6ポンド， Bi也のi世代は 3ポンドを維持する。

しかしこりようにして決定されたiii場価絡ははたして安定的なものであろう

か 土地所有の介入はj刊にBilli心地代の釦nJ価俗化石三資本に要求するだけであ

久うか、

B1地lこi自力r1投貸され1IJH,11afi1ね土3.6ポンドであったとしようの B2地ではibl

加投資していないωだから， B己地の収益は 3.6x 2 =・;. 2ポンドとなり，超過

手｜！日目は 4.2ポン卜、でありこiLはJ也代化されるコところが B1J山の士山代は相変ら
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ず3ポンドのままである。前項で述べたような土地所有聞の不平等がおこり，

不平等を解消するため土地所有の介入が始る。価格は第2次投資の個別的生産

価格の水準にまでつり上げられこの不平等は解決するであろう。即ちB地への

追加投資は一般佑しそれにともなって最劣等地lこ地代が生じ優等地の地代はi官

大する。

エンゲノレスのいうような形式でTITJ品価格が決定されうるのはB地への追加投

資がいっせいにおこなわれる場合だけである。しかし，彼の論理の不合型二l土地

代を費用価格化して一般的生産価格を決定している点である。このような価格

決定機構を媒介として成立する地代は芳額地代とはいえないりではなかろう

か。差額地代は生産価絡を前提にして成立する地代であるのに，ここでは市ljjfil

となるべき生産価格のなかに地代がおりこまれているの

口、 L 二三つの様式によって故ヲI%｝地にも差的地代が発生するのだが，その成

立の阪拠は土地所有が資木の迎動に介入することにあった。この地代は一定の

価絡（それは「必史生産絡より高い生産価終」である）を前提とするとはい

え，価格の騰貴を維持し，又はその低落を妨げるものとして価格騰貴の原因を

なすものに似化している。この芯：味で，元来資本制的生産様式の合理的産物で

あるべき土地所有-j／，資本の辺助に対して不合理な介入をしてきたことを示すの

であるc




